
第２章

我が国の強みを活かした 
サービス貿易の拡大

【第Ⅱ部第 2章のポイント】
□�我が国のサービス輸出は訪日観光を軸に伸びている
が、主要国と比較すると経済に占める割合は低い。
サービス産業の生産性向上、近隣新興国等の投資環
境改善などが重要。

□�訪日観光については、遠方からの旅行者は宿泊日数
が長く、消費単価が高い傾向。観光消費単価の増加
に向けても、長期滞在を志向する欧米人の呼び込み
は重要。

　前章で見たとおり、新興国の構造変化や産業のサー
ビス化による影響を受け、2015 年の我が国のサービ
ス輸出は 19.7 兆円（対前年比+13.9%）と過去最高に
達している。輸出額の増加には円安方向への動きによ
る効果も考えられるが、財貿易（対前年比+3.45%）
と比較して伸び率が格段に大きいことから、サービス
貿易固有の要因により、輸出額が急増していることが
示唆される。輸入額も 21.2 兆円と拡大しているが、
訪日観光客の増加による旅行輸出の急増がけん引して
全体の収支も赤字が縮小傾向となっている（第Ⅱ-1-
1-20 図（再掲））。
　直近 2015 年の我が国のサービス貿易収支額は、4
兆円の赤字を計上した 2005 年と比較すると 1.7 兆円
の赤字と大きく改善した。
　項目別に見ると、訪日観光客の増加に伴い、「旅行」
収支が赤字から黒字へと改善（3.9 兆円増）、次いで、
海外現地法人からのロイヤリティを中心とする「知的
財産権等使用料」の増加（2.0 兆円増）が収支を引き
上げた。
　一方、「専門業務サービス 33」（-2.5 兆円）、「通信・
コンピュータ・情報サービス」（-0.8 兆円）等が収支
を引き下げていることから、全体として赤字に留まっ

ている（第Ⅱ-2-1-1 表、第Ⅱ-2-1-2 図）。
　2015 年のサービス貿易を輸出・輸入別で見てみる
と、黒字を牽引する「知的財産権等使用料」の中でも
「産業財産権等使用料」において、輸出が輸入を大き
く上回っている。一方、「専門業務サービス」は、輸
出額は多いものの、これを輸入額が大きく上回ってお
り、収支全体を引き下げる主な要素となっている。
　このうち、収支への影響の大きい「知的財産権等使
用料」、「専門業務サービス」及び「旅行」について、
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第Ⅱ-1-1-20 図
日本のサービス輸出入額の推移（兆円）（再掲）

資料：財務省「国際収支統計」から作成。
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過去 10 年の推移を見ると、いずれも足下 3,4 年以内
に大きく増加又は減少に転じていることがわかる（第
Ⅱ-2-1-3 図）。
　2005 年から 2015 年までの日本のサービス輸出、輸
入の伸びを比較すると、輸出の伸びが輸入の伸びを上
回るのは「知的財産権等使用料」や「旅行」等一部の
項目に止まっており、近年の情報通信技術革新による
成長が想定される「通信・コンピュータ・情報サービ
ス」も輸入の伸びが輸出の伸びを上回っている。なお、
金額の規模は小さいものの、輸出では「個人・文化・

娯楽サービス」、輸入では製造関連サービスである「維
持修理サービス」の伸びが高くなっている（第Ⅱ-2-
1-4 図）。
　一方、サービス貿易で競争力の高い米国は、「知的
財産権等使用料」、「金融」、「専門業務サービス」、「維
持修理サービス」といった、新たなイノベーションに
より高付加価値化していると考えられる項目で輸出・
輸入双方の額が大きく成長し、貿易が活発化しており、
かつ、2014 年における収支も黒字となっている。中
でも、最大の黒字を計上する「知的財産権等使用料」

第Ⅱ-2-1-1 表　サービス貿易収支額の推移（日本）

備考：�2005 年のデータは国際収支マニュアル第 6版組み替え計数を使用。
資料：�財務省「国際収支統計」、CEIC データベースから作成。

（億円）

2005 2015 増減額

サービス収支 -40,782 -16,784 23,998 

委託加工サービス -5,521 -5,154 367 

維持修理サービス -329 -3,362 -3,033 

輸送 -5,021 -6,624 -1,603 

旅行 -27,659 10,905 38,564 

建設 2,700 2,957 257 

保険・年金サービス -1,170 -3,824 -2,654 

金融サービス 2,608 5,200 2,592 

知的財産権等使用料 3,289 23,750 20,461 

通信・コンピュータ・情報サービス -1,695 -9,926 -8,231 

専門業務サービス -7,605 -32,799 -25,194 

個人・文化・娯楽サービス -1,122 -766 356 

公的サービス等 740 2,857 2,117 

第Ⅱ-2-1-2 図
サービス収支の推移（日本）（円ベース）

備考：�2005 年のデータは国際収支マニュアル第 6版組み替え計数を使用。
資料：�財務省「国際収支統計」、CEIC データベースから作成。

-8,000

6,000

4,000

2,000

0

-2,000

-4,000

-6,000

（10 億円）

20152014201320122011201020092008200720062005 （年）

政府関係
通信・コンピュータ・情報サービス
金融サービス
輸送 維持修理サービス 委託加工サービス

保険・年金サービス 建設 旅行
知的財産権等使用料ス

サービス収支

個人・文化・娯楽サービス 専門業務サービス

第Ⅱ-2-1-3 図　サービス収支及び輸出入額（日本）（2015 年）

備考：2005 年のデータは国際収支マニュアル第 6版組み替え計数を使用。
資料：財務省「国際収支統計」、CEIC データベースから作成。

資料：財務省「国際収支統計」、CEIC データベースから作成。
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の内訳を見てみると、米国企業の競争力が極めて高い
と考えられる「コンピューターソフトウェア」の項目
が黒字を拡大している（第Ⅱ-2-1-5 図、第Ⅱ-2-1-6 図）。
　また、2005 年から 2014 年までの間を平均して、ほ
とんどの項目で輸出の伸びが輸入の伸びを上回ってお
り、サービス輸出が拡大している状況を示している。
逆に、輸入の伸びが輸出を上回っている項目は、「研
究開発サービス」と「技術的、貿易関係、その他ビジ
ネスサービス」（いずれも「専門業務サービス」の内訳。）
であり、これらの分野におけるグローバルなアウト
ソーシングサービスの活用が進展している可能性を示
唆している（第Ⅱ-2-1-7 図）。
　世界のサービス貿易においては、第Ⅰ部第 3章で見
たとおり、情報通信技術の進展やサービス産業化の高
まりに伴い、過去 10 年間で「情報・コンピュータ・
情報サービス」や「専門業務サービス」といった項目
における輸出が拡大する傾向にある。

　直近 10 年間で輸出伸び率が上昇する成長分野につ
いて、年平均 9.7％と最も高い成長を遂げる「情報・
コンピュータ・情報サービス」ではインド、米国、中
国やドイツの寄与度が高い。また、同様に情報通信技
術の浸透や世界のサービス産業化の高まりを背景に
サービス貿易が活発化したと考えられる「専門業務
サービス」（同 8.2%）でも米国、中国、ドイツやイン
ド等が増加に寄与している。新興国の経済成長を背景
とした「建設サービス」（9.4%）では、中国の寄与度
が高い。一方、日本の寄与度が高いのは、「知的財産
権等使用料」や「建設サービス」等、日本の製造業の
海外展開に伴うロイヤリティ収入や現地工場建設と

備考：2005 年のデータは国際収支マニュアル第 6版組み替え計数を使用。
資料：財務省「国際収支統計」、CEIC データベースから作成。
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備考：�年平均成長率は 2005 年～2015 年の期間。2005 年～2013 年のデー
タは国際収支マニュアル第 6版組み替え計数を使用。

資料：�財務省「国際収支統計」、CEIC データベースから作成。
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いった、既存の分野に関連する傾向が見受けられる（第
Ⅱ-2-1-8 図）。
　また、2014 年の G20 各国におけるサービス輸出が
GDPに占めるシェアの分布と、日本の位置を見ると、
「知的財産権等使用料」以外のほとんどの分野で日本
はG20 各国の中で低位に止まっている。ドイツとの
比較で見ても、日本のサービス輸出はほとんどの項目

で大きく劣後しており、更なる成長の余地が大きいこ
とがわかる（第Ⅱ-2-1-9 図）。

第Ⅱ-2-1-6 図
サービス収支の推移（米国）（知的財産権使用料等）

資料：�米国商務省、CEIC データベースから作成。
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　ここまで見てきたように、サービス分野は、新たな
イノベーションによってモノからサービスに付加価値
が移行する中で、特に先進国において海外からの収益
を高める可能性の高い分野と考えられる。
　特に、日本は、自由な貿易環境において多様な経済
レベルの国家が隣接する欧州とは異なる環境下にある
が、日本を含むアジア・太平洋地域のサービス輸入額
は、域内でのサービス貿易が活発な欧州に次ぐ規模で、
成長性も高い。これら近隣のアジア各国では、今後さ
らなる経済成長に伴ってサービス需要が拡大し、市場
としての成長可能性が高いと考えられる（第Ⅱ-2-1-
10 図）。
　以下では、日本におけるサービス貿易の活発化に向
けた基盤として、取り組むべき環境整備について見て
いく。

（1）�未だ障壁の高さに直面する我が国のサービス
輸出

　サービス貿易には、国内制度や各国の文化・習慣に
関連する非関税障壁が存在しており、各国内での利害
調整の必要性や、各国ごとの生活習慣等の諸事情を考
慮した国家間交渉が必要となる面で、財貿易以上に多

様な課題が存在すると指摘されている 34。
　一方、企業レベルの実証研究からは、我が国企業が
欧州企業と比較して、サービス輸出にあたり、より大
きな障壁に直面している可能性が示唆されている。
　経済産業研究所が企業活動基本調査の個票データに
基づき、個別企業の生産性の差異によるサービス輸出
の有無への影響について分析した結果 35によれば、
日本企業においてサービス輸出を行う企業（全体の約
6％）は、モノの輸出を行う企業（同約 21％）36やモノ・
サービスのいずれも輸出していない企業（同約
77％）より少数であるものの、企業規模（従業者数）
が大きく、全要素生産性（以下「TFP」という。）も
高く、高賃金のものが多い。企業規模や業種等の影響
を排除しても、TFP、平均賃金はサービス輸出企業
のプレミアム（増分）が大きくなっている 37（第Ⅱ-�
2-1-11 図、第Ⅱ-2-1-12 図）。これらのことから、我
が国企業がサービス輸出を開始するに際しては、サー
ビス輸出の開始に必要な固定費用がモノの貿易以上に
高く、より生産性の高い企業しかサービス輸出の開始
に踏み切れていない可能性が示唆される 38。他方、英
国を始めとする欧州各国に関する同様の先行研究 39

からは、このようなサービス輸出に必要な固定費用が

2．サービス貿易を促す制度的な環境整備

第Ⅱ-2-1-11 図
非輸出企業、モノ輸出企業、サービス輸出企業の生産
性分布

資料：�森川（2015）「サービス貿易と生産性」から作成。
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第Ⅱ-2-1-10 図　サービス輸入額の推移（地域別）

備考：�輸入額は各地域に該当する各国の輸入額の計。中東・アフリカの年
平均成長率は 2005 年から 2012 年までの期間。

資料：�世界銀行「WDI」から作成。
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34	 伊藤、石戸（2012）。
35	 森川（2015）。
36	 モノ、サービス両方の輸出を行う企業も含む。なお、このような企業はTFP、平均賃金ともにプレミアムが更に大きい。
37	 サービス貿易ではモノの貿易に加えて関連会社間の取引比率も高いことも指摘されている。
38	 個別企業の生産性と輸出行動との関係性については、Melitz （2003）を参照。
39	 欧州における先行研究については、Breinlich and Criscuolo （2011）及びHaller, Damijan, Kaitila, Kosteve, Maliranta, Milet, Mirza and 

Rojec （2014）参照。
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モノの輸出よりも高いことは窺われない。我が国から
のサービス輸出が欧州企業と比較してどのような特徴
的なコストに直面しているのかを定量的に示すことは
困難であるが、例えばサービス貿易の発展の歴史の深
さ、輸出先との距離 40、言語的な障壁、輸出先におけ
る規制の在り方などが影響している可能性がある。次
項では、このうち輸出先における規制の在り方につい
て、OECDの統計を用いて概観する。

（2）世界各国の環境整備に向けた動き
　サービス貿易の自由化によって、財貿易と同様に競

争を通じた効率性や経済厚生の向上が期待されること
から、先進国を中心として、WTO、FTA／EPAの
枠組みにより、サービス自由化交渉が継続して行われ
ている。これらの国際交渉の円滑化のため、OECD
では、各国のサービス分野に関する制限措置をデータ
ベース化し、制限措置の可視化を図る「サービス貿易
制限指標（以下「STRI（Services Trade Restrictive-
ness Index）」という。）」を作成している。
　STRI は OECD加盟国を中心とした世界 42カ国・
地域 41における、22のサービス分野 42を対象に、外
国からの市場参入や人の移動など 5の政策分野 43に関

第Ⅱ-2-1-12 図　モノ・サービス輸出企業の生産性・賃金

備考：�グラフは非輸出企業（モノ、サービスとも輸出を行っていない
企業。）を基準とした時の差の％換算値。企業規模は従業者数の
規模。2009～2012 年度のプールデータ（企業活動基本調査）に
より計算。有意差は t検定により、全て1％水準で統計的に有意。

資料：森川（2015）「サービス貿易と生産性」から作成。
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業ダミー（平均賃金はパートタイム労働者比率を追加）。有意差
は t検定により、全て 1％水準で統計的に有意。

資料：森川（2015）「サービス貿易と生産性」から作成。
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有意差は t検定により、全て 1％水準で統計的に有意。

資料：森川（2015）「サービス貿易と生産性」から作成。
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40	 サービス貿易は財貿易と比較して輸出入国間の距離の影響が大きいとの研究結果もある。Van der Marel and Shepherd （2013）。
41	 OECD34 カ国及びブラジル、中国、コロンビア、インド、インドネシア、ラトビア、ロシア、南アフリカ。

第
２
章

第
Ⅱ
部

通商白書  2016 185

第１節サービス貿易の潜在的可能性



連する各国のサービス貿易関連規制を可視化してい
る。44

　各分野別の指数を見てみると、新興国を中心とした
OECD非加盟国においては、同加盟国と比較して、
全般的にサービス貿易に対する制限措置が強くなって
いる。中でも、「鉄道」、「保険」、「郵便」等の分野を
中心に、OECD非加盟国と同加盟国との制限度合い
の格差がより大きくなっていることが読み取れる（第
Ⅱ-2-1-13 図）。
　さらに、各国のサービス貿易障壁の高さ 45をサービ
ス分野及び制限内容の政策分野ごとに見てみると、こ
れまで見てきた新たなサービス貿易の動きを支える基
盤となる「通信」分野では、日本企業の海外展開や輸
出先として重要度の高い国に含まれるインドネシア、
インドや中国等で障壁が高くなっている。制限内容と
しては、同分野の重要性から外資規制が設けられるこ
とが多いことや、ネットワーク産業における競争促進

措置の未整備といった当該分野の特性が STRI の高さ
に反映されていると考えられる 46（第Ⅱ-2-1-14 図）。
　また、OECD非加盟国と同加盟国との制限度合い
の格差は比較的大きくないものの、「法務」のように、
先進国を中心に競争力が高いビジネスサービスである
とともに、製造業等他の業種も含め、新たな分野への
事業展開や海外の進出先における企業活動の様々な面
で重要度の高いサービスについては、同様にインドネ
シア、インドや中国等でサービス貿易における障壁が
高い傾向が見受けられる。制限内容については、外国
からの市場参入への制限に加えて、専門資格の必要性
を背景とする人の移動の制限が高くなっているのが特
徴的となっている（第Ⅱ-2-1-15 図）。
　このように STRI で数値化されたサービス貿易に対
する制限的措置は、本来、国内産業への影響等からサー
ビス輸入を制限する目的で設けられていると考えられ
る。しかし、STRI を用いたOECDの分析 47によると、

第Ⅱ-2-1-13 図　OECD サービス貿易制限指標（STRI）の状況と OECD 加盟国・非加盟国との比較（2015 年）

備考：�サービスに関連して、貿易投資に対して完全に市場
が開かれている状態が０、完全に閉ざされている状
態が１。OECD平均及び非OECD平均は、それぞれ
データがある国の単純平均。データは 2015 年。22
のサービス分野から抜粋して作成。

資料：OECD Stat から作成。
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42	 コンピュータ、建設、建築、エンジニアリング、法務、会計、電気通信、流通、放送、映像、音響、銀行、保険、空運、海運、陸運、鉄道、
郵便、ロジスティクス（貨物ハンドリング、倉庫、貨物利用運送事業、通関業）。

43	 規制の透明性、競争制限的措置、その他差別的措置、人の移動の制限及び外国からの市場参入の制限。
44	 なお、STRI については、以下の点を留意する必要がある。
	 ①航空サービス、陸運サービスにおける STRI については、現時点で現地拠点を通じたサービス提供及び関連するヒトの移動のみを対象
としている。

	 ② STRI は、基本的に、構成するそれぞれの規制の有無を 0と 1のバイナリーデータに変換した上で、政策分野ごとに個別規制の重要性
に基づき重み付けし、総体として 0～1間に収まるよう合算して作成している。また、例えば、外資規制の有無は、会社役員における国籍・
居住要件に影響するといったような、規制の相互関連性についても考慮されている。制限措置の強さについては、ある分野「総体」とし
ての外国企業の参入障壁の高さを示している一方で、ある分野を構成する個別規制は、バイナリーデータであるため、その強さの程度を
示すものではない。

	 ③ STRI は、分野共通の規制と各分野特有の規制で構成されている。このため、一定程度の分野間の比較可能性は担保されているが、各
分野の構成規制の差異があることから、その比較は完全ではない。

45	 貿易と投資に対して完全に市場が開かれている状態が 0、外国からのサービス業の参入に対して完全に閉ざされている状態が 1で表される。
46	 OECD（2014）。
47	 OECD（2015）。
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サービス貿易に対する障壁は、国内産業への競争力に
も影響を与えることが指摘されている。
　同分析によると、複数の分野において、サービス障
壁は、サービス輸入のみならずサービス輸出にも影響
を与えており、かつ、その影響度は輸入より輸出への
影響の方が大きいとされている。「法務」、「会計」といっ
たビジネスサービスや、「輸送」（「空運」、「海運」）、「コ

ンピュータサービス」などで、その分野の STRI の低
下が、輸入を拡大させるのみならず、輸出も拡大させ
るとの結果が得られている（第Ⅱ-2-1-16 図）。
　また、サービス輸出そのもののみならず、サービス
分野が提供する他産業への基盤としての機能も影響を
受けるとされている。例えば、情報通信分野を支える
基盤の 1つとも言えるインターネット契約数、企業投

第Ⅱ-2-1-14 図　OECD サービス貿易制限指標（STRI）（2015 年）（通信）

資料：�OECD Stat から作成。
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第Ⅱ-2-1-15 図　OECD サービス貿易制限指標（STRI）（2015 年）（法務）

資料：�OECD Stat から作成。
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第Ⅱ-2-1-16 図　STRI を 0.05 下げたことによる輸出・輸入への効果

資料：�OECD（2015）「The impact of services trade restrictiveness on trade flows: first estimates」から作成。
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資を活発化させる国内民間部門への貸出額GDP比、
財輸出の競争力に影響が大きい輸送時間等で、その分
野の STRI が低いほど、プラスの効果が得られる傾向
にあるとされている。
　これらの結果からは、サービス貿易の障壁による競
争環境の阻害は、国内産業を保護する効果のみならず、
コスト削減といった効率化や、事業の革新、拡大への
インセンティブを減退させ、ひいては国際競争力を劣
化させる可能性が示唆される 48。

　一方で、サービス貿易の障壁が、各国の生活習慣と
いった個別の事情に根ざしていることも踏まえると、
各国政府や民間ベースでの対話といった連携を深める
ことの重要性も高い。STRI とこれに基づく分析から
得られる評価を踏まえ、サービス貿易の円滑化による
メリットを各国が享受できる互恵的な環境整備を、
WTO、FTA／EPAの枠組みや関係国対話といった
様々なチャンネルで進めていく必要性が高まっている
と考えられる。

　第Ⅰ部第 3章等で見てきたように、先進国のみなら
ず新興国でも高まるサービス需要と、サービス貿易に
おける先進国の優位性を踏まえると、日本も更なる
サービス貿易の拡大とここから得られる収益拡大の可
能性が高まる環境にある。一方で、日本のサービス貿
易の現状を鑑みると、知的財産権等使用料のように、
これまで日本の強みとなってきた製造業の海外展開に
伴うサービス輸出に加え、新たな分野での輸出拡大を
進展させる必要があると考えられる。
　特に、サービス貿易に強みを持つ各国の近年の動向
を踏まえると、第Ⅰ部第 3章第 2節で触れた産業界主
導型プラットフォームのように、進化する情報通信技
術と既存のモノやサービス等をインフラとして活用し
たプラットフォームベースのビジネスを展開すること
で、収益を継続的かつグローバルに獲得していくこと
が、喫緊の課題となっている。例えば、第Ⅰ部第 3章
第 1節で触れた「製造関連サービス」のように、これ
まで世界の中でも高い競争力を持ってきた製造業等に
おける強みと、モノから得られるデータを戦略的に結
びつけたビジネスモデルの構築やこれを支える施策が
急務となっていると考えられ、これについては、本節
後段でその課題と我が国の取組について詳しく触れ
る。また、近年大きく成長する旅行部門での継続的な
サービス輸出の獲得は、日本全体のみならず、特に訪
問先となる地方においては外部からの収益を獲得しう
る主力産業の存続に関わる極めて重大な要素と考えら

れることから、次節で詳しく分析していく。
　加えて、サービス化の進展した我が国においても、
GDPの約 7割を占めるサービス産業 49そのものにお
けるサービス貿易の活発化や、海外展開といったグ
ローバル化も重要である。以下では、日本のサービス
業のグローバル化について、対外直接投資の動向から
得られる現状と、新たな動きの事例を見ていく。

（1）我が国のサービス業の対外直接投資の状況
　対外直接投資は、サービスの生産と消費の同時性に
よる制約により、サービス供給者が設置した現地拠点
を通じて消費者にサービスを提供するという、サービ
ス輸出の形態の一つともいえる 50。
　OECD各国のサービス輸出とサービス業の対外直
接投資残高の伸びを見ると、対外直接投資残高の伸び
が高い国ほど、サービス輸出額の伸び率が高くなる傾
向にある。サービス輸出の項目の中では、知的財産権
等使用料との相関性が高く、現地法人の売上が、サー
ビス貿易におけるロイヤリティ（知的財産権等使用料
の一部）として還流していることを表している。
　直接投資残高とサービス輸出額の伸び率における傾
向を見ると、日本はサービス輸出額全体の伸び率との
関係で傾向線を大きく下回る位置にあり、サービス部
門における対外直接投資残高の伸びに比してサービス
輸出額の伸びが他国より低い傾向にある。対外直接投
資残高の伸びに対する知的財産権等使用料の伸びで

3．国内における取組と今後の課題

�
48	 但し、STRI 低下による効果は、国内企業の効率化によるものか、国内市場に参入した海外企業によるものかはこの結果からは得られてい
ない。

49	 本節ではサービス業として、いわゆる「広義のサービス業」を前提に分析する。日本標準産業分類（2007 年 11 月改定）においては、D 
建設業、G 情報通信業、H　運輸業、郵便業、I　卸売業、小売業、J　金融業、保険業、K　不動産業、物品賃貸業、L　学術研究、専門・
技術サービス業、M　宿泊業、飲食サービス業、N　生活関連サービス業、娯楽業、O　教育、学習支援業、P　医療、福祉、Q　複合サー
ビス事業、R　サービス業（他に分類されないもの）に相当する業種を指す。

50	「サービスの貿易に関する一般協定（GATS：General Agreement on Trade in Services）」の第 3モードに該当する。
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は、サービス輸出額全体ほどではないものの、なお傾
向線の下に位置している（第Ⅱ-2-1-17 図、第Ⅱ-2-1-
18 図）。
　対外直接投資を各国別に見ると、投資残高では米国
が最大となっている。日本については拡大ペースは欧
米より速いものの、残高の規模は遙かに劣後している。
GDP比で見ても同様で、欧米並みに海外展開を進展
させる余地は大きいと考えられる 51（第Ⅱ-2-1-19 図、
第Ⅱ-2-1-20 図）。
　投資残高を業種別比率に見ると、米国、英国、フラ
ンスでは金融業 52やその他サービスといったサービ

ス業そのものの海外展開が進んでいる。一方、日本は
製造業や卸小売業といった財の輸出に関わる業種の比
率が高く、金融以外のサービス業の海外投資は進んで
いない（第Ⅱ-2-1-21 図）。
　次に、サービス業の対外直接投資の収益を見ると、
額・収益率共に米国が最大となっている。日本は収益
額では大きくはないものの、収益率は、英米に次ぐレ
ベルに達している（第Ⅱ-2-1-22 図）。
　この収益額の業種別比率を見ると、欧米の対外直接
投資は非製造業が中心であり、製造業が中心の日本や
韓国と異なる。日本は投資額同様に製造業や卸小売業

第Ⅱ-2-1-17 図
サービス輸出額と対外直接投資残高の伸び率（2006-
2012 年）

備考：�年平均成長率は 2006 年～2012 年までの期間。
資料：�WTOデータベース、OECD Stat から作成。
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資残高の伸び率

備考：�年平均成長率は 2006 年～2012 年までの期間。
資料：�WTOデータベース、OECD Stat から作成。
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第Ⅱ-2-1-19 図
対外直接投資残高の推移（サービス業）

備考：�国際収支マニュアル第 6版への変更のため、2013 年、2014 年のデー
タはそれ以前と連続しない。

資料：�OECD Stat から作成。
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資料：�OECD Stat から作成。
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51	 国際収支関連統計の基準変更により、2013 年以前と 2014 年以降のデータに連続性はない。
52	 金融業の中の持株会社への投資、その他サービス業の中の現地法人への投資は、業種別の区分がないため、比率からは除外している。
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といった財の輸出に関わる業種の比率が高く、金融を
除けば、サービス業の収益は僅少に止まる（第Ⅱ-2-
1-23 図）。
　収益率を業種別に見ると、英米はほとんどの業種で
高収益を計上している。これに対し、日本は情報通信
業やその他サービス業といった、新たなイノベーショ
ンによって成長する分野で収益率が劣後しており、投
資残高、収益ともに成長の余地が大きいといえる（第
Ⅱ-2-1-24 図）。

（2）我が国のサービス貿易の新たな動きと課題
① 広がりを見せ始めた日本のサービス貿易
　対外直接投資から見た日本のサービス業の海外展開
においては、金融で比較的進展が見られるが、個別に
見ていくと、新しい動きが多様な分野で見受けられる
（第Ⅱ-2-1-25 表）。
　近年注目度の高い「食」の分野では、「食」におけ
る日本の標準（旨さ）が世界でも認められているとこ
ろであり、また、東南アジアを始めとして、飲食業に
携わる日系企業が進出する際の「サポーティングイン
ダストリー」が形成されているとの評価もある 53。ま

第Ⅱ-2-1-21 図
対外直接投資残高の業種別比率（2014 年）

備考：�ドイツ、韓国、英国は 2013 年のデータ。親会社の活動への投
資は除く。

資料：�OECD Stat から作成。
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資料：�OECD Stat から作成。

0

400

350

300

250

200

150

100

50

0

10
9
8
7
6
5
4
3
2
1

（10 億ドル） （％）

2014
米国

2013
英国

2013
韓国

2011
フランス

2014
日本

5.65.6

2.42.4

3.83.8

6.66.6

8.88.8収益（額） 収益率

第Ⅱ-2-1-23 図
対外直接投資収益の業種別比率（2014 年）

備考：�フランスは 2011 年、韓国、英国は 2013 年のデータ。
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53	 川端（2016）。
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た、訪日観光への動機付けや日本食品など関連する財
の輸出等、飲食から他の分野に広がりが生じることが
期待されている。
　さらに、近年の情報通信技術の進展により、ITサー
ビスそのもののトレーダブル化が進むだけでなく、製
品から得られるデータを活用した建設や農業等におけ
る新たなソリューションビジネス、ウェブカメラによ
る無料通話や自動翻訳といった新たな技術の活用にサ
ポートされた中小飲食業の海外展開など、ITユーザー
側における現地のニーズを迅速に反映した海外展開の

動きが見られ始めている。
　加えて、ヘルスケア、教育や環境等については、経
済成長に伴い需要増加が想定される分野であり、新興
国が抱えるこれらに関する課題に対し、日本が貢献で
きる可能性も高いと考えられる。このような、日本の
「安全、安心」といった評価が生かせる分野において
は、先行的に独自性の高いサービスを提供するプラッ
トフォームを迅速に構築することによって、日本の
サービス産業の海外における優位性が高まる可能性が
考えられる。

第Ⅱ-2-1-25 表　日本のサービス貿易に関する新たな動き

資料：各社報道発表等から経済産業省作成。

分野名 事例

金融 大手メガバンクに加え、地銀、信金においても、地域企業のグローバル化に伴い、海外事務所の設置を拡大しており、一
部では融資業務も開始。生命保険では、日本のセールスレディーのモデルを取り入れ、シェアを拡大する動き。

飲食 日本食ブームを背景にアジア方面を中心とした海外進出が増加。日本食そのものの提供に止まらず、健康管理食・サービ
スの一体提供や、日本食材の小売等にも拡大。

小売
・海外展開されたコンビニエンス・ストアにおける、飲食、物流サービスといった多角化の動き。�
・コンビニエンス・ストア業界とジェトロの間で、ＴＰＰを契機としたコンビニエンス・ストアの海外展開、及び、中堅・
中小企業の商品の海外店舗における販売支援等に関する連携を進めるための協議会を設立。

医療、介護、ヘ
ルスケア

新興国における、介護や健康診断サービスを提供する拠点設置、国内への医療ツーリズムプロジェクトに対応するコーディ
ネイト事業の展開等。

教育 国内の少子化に伴い、国外市場へ展開するインセンティブが増加。これに加えて、東南アジア等での教育熱の高まりに応じ、
大企業に加え、地域の中規模塾にも海外展開の動き。

コンテンツ 地方の観光と相乗効果を狙ったコンテンツの配信が進展。キャラクタービジネスでは、グッズ販売をライセンスアウトす
る形態と、これを円滑に展開するためのコンテンツ販売のプラットフォーム形成も開始。

建設 ICT を活用した独自の建設技術を持ち、建機から得られたデータを基に生産計画の最適化といったソリューション事業を
提供。

農業
・農作物に関する生育状況や気象条件といったデータ解析に基づき、収穫量の最大化や、最適な生産計画、加工工場の稼
働率の平準化など、食・農におけるバリューチェーンの最適化を図るソリューション事業の提供。�
・高効率な植物工場で生産された高品質な野菜の現地生産・販売。
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コラム

10 我が国のコンテンツ産業輸出

　我が国のサービス黒字を牽引
する知的財産権等使用料であるが、そのうち映像、
音楽等の使用権料、著作物の使用料、上映・放映
権料等を含む「著作権等使用料」は約 6％となっ
ている（残り 94％は産業財産権等使用料）（コラ
ム第 10-1 図）54。
　本年２月に署名された環太平洋パートナーシッ
プ協定（TPP）により、各国における知的財産の
適切な保護が図られ、模倣品・海賊版対策が強化
される。さらに、例えば加盟国における劇場の外
資規制緩和や国内映画優先指定の緩和などによっ
て、我が国のコンテンツ輸出のための環境整備が
図られることが期待される。
　このような中で、映像（映画、アニメ、TV番組）、音楽、ゲーム、書籍等の制作・流通を担う我が
国のコンテンツ産業は「クールジャパン」として海外からも高く評価されていることから、海外展開を
通じた収益拡大を見込める有望な産業であると考えられる。
　一方、世界のコンテンツ市場の動向をみると、2013 年以降拡大傾向にあると予想されるなか、我が
国コンテンツ産業による 2013 年のシェアは約 2.5％にとどまっており、今後の世界のコンテンツ需要の
取り込みが課題である（コラム第 10-2 図、第 10-3 図）。

コラム第 10-1 図
知的財産権等使用料の内訳（2013）

備考：データは 2013 年
資料：財務省「国際収支統計」から作成。

産業財産権等使用料
94％

産業財産権等使用料
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6％

コラム第 10-2 図　海外主要国のコンテンツ市場の規模

１．�市場規模は最終消費支出ベースで算出、但し、広告ビジネスの場合のみ広告代理店による支払額ベースで算出
２．�「映画」、「放送」はアニメを除く。「マンガ」にはアメコミ等の海外コミックも含む。「キャラクター物販」は映画、放送、アニメ、マンガ

等に由来するキャラクター及び、ライセンスビジネスのために制作されたキャラクター商品の販売（但し、マンガやゲーム等の他コンテン
ツに含まれる商品及びアパレル・アクセサリ関連商品、広告販促品は除く）

３．�欧州合計には中東・アフリカも含む。アジア合計にはオセアニアも含む一方、日本は含まない。海外合計には日本は含まない

資料：A.T. カーニー株式会社「コンテンツ分野における商標権、著作権等の管理・活用に関する実態調査」から抜粋。
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54	 詳細については、「第 2部第 2章第 1節 1．我が国のサービス貿易収支から見た強み、弱み」を参照されたい。
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　また、コンテンツ産業の海外展開は、関連する財の輸出や、コンテンツを誘因とした訪日観光等、他
の分野へプラスの影響を与えることも考えられる。
　このため、我が国においては、コンテンツ産業を含むクールジャパン戦略の海外需要を取り込む段階
を 3つに分け、①日本の魅力を発信することにより、海外において日本ブームを創出する段階、②現地
で関連商品、サービス等を販売する段階、③観光政策などと連携しつつ、日本に関心を持った外国客を
実際に日本に呼び込むことで消費を促す段階の 3段階でそれぞれ支援策を講じている（コラム第 10-4 図）。

① �日本の魅力を発信することにより、海外において日本ブームを創出する段階
　日本に対する興味・関心を高める機会の創出をすべく、ローカライズといったコンテンツの字幕・吹
き替え等を実施する海外展開支援、国際的に認知度の高い国内イベントを通して海外への情報発信を行う。
　具体的な支援策として、コンテンツの字幕・吹き替え等の現地化や国際見本市への出展等のプロモー
ション費用の補助等の総合的支援を実施している。
　国内イベントでは、コンテンツ産業およびファッション、デザイン等コンテンツと親和性の高い産業
に関わる各種イベントが連携して開催する世界最大規模の統合的コンテンツフェスティバル「コ ･フェ
スタ」のオフィシャルイベントとして、東京国際映画祭、東京ゲームショウ、Anime Japan 等のイベ
ントが開催されている（コラム第 10-5 図）。
② 現地で関連商品、サービス等を販売する段階
　日本のコンテンツ専用チャンネルの確保や商業施設等における関連商品の販売を促進すべく、製品開
発のためのプロデューサー派遣、現地企業とのマッチング、テストマーケティング等により、現地で稼
ぐためのプラットフォームを構築する。また、クールジャパン機構（株式会社海外需要開拓支援機構）
を通し、リスクマネーを供給することで、海外需要獲得の基盤となる拠点や流通網の整備などを率先し
て展開している。

コラム第 10-3 図　コンテンツの海外市場規模と日本由来のコンテンツの売上シェア

資料：:�A.T. カーニー株式会社「コンテンツ分野における商標権、著作権等の管理・活用に関する実態調査」から抜粋。
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③ �観光政策などと連携しつつ、日本に関心を持った外国客を実際に日本に呼び込むことで消費を促す段階
　ビジット・ジャパンをはじめとする外国人観光客・ビジネス客を呼び込み、我が国における消費を促
すことを目指している。前述の我が国におけるイベント開催をはじめ、海外への積極的な情報発信を行う。
　これらの支援策を通じ、アニメ、ドラマ、音楽等のコンテンツや「衣」「食」「住」をはじめ、日本の
文化やライフスタイルの魅力を付加価値に変え、新興国等の旺盛な海外需要を獲得し、日本の経済成長
（企業の活躍・雇用創出）につなげることを目指す。

② サービス貿易の拡大に向けた課題
　我が国のサービス貿易の裾野が広がりを見せ始める
一方で、サービスは無形であり、その価値の評価は各
国の文化、生活習慣に裏付けられるところが大きいと
考えられることから、サービス貿易の拡大には他産業
とは異なる要素が必要となる可能性がある。
　例えば、輸出相手国ごとのマーケティング、得られ
る利益を最大化させるビジネスモデル構築の重要性が
高いと考えられ、米国では企業にこれらのサービスを
提供するコンサルティングビジネスも活発に行われて
いる。米国 IT企業が集積するシリコンバレーやシア
トルでは、ビジネスのエコシステムが整っており、広
告、法務、技術コンサルティング、経営コンサルティ
ング、配送、修理、といった専門的なサービスを提供
する業者が集積しており、IT企業のコア業務への集
中を支えているとされている 55。
　一方、日本ではこのようなマーケティングへの投資
や、コア業務に集中するためのビジネスサービス
（BPO（ビジネス・プロセス・アウトソーシング））
の活用不足が指摘されている 56。
　更に、マーケティングに加えて、ブランド資産や人
材投資を含めた無形資産投資 57の比較では、日本は
先進国の中でも投資が少なく、中でも人材にかける投
資が特にサービス業で減少しているとの分析もある

（第Ⅱ-2-1-26 図～29 図）。
　一般にサービス業は、サービスの企画・開発や、そ
の提供を担う「人材」がその付加価値の源泉と考えら
れており 58、人材投資を欧米並みに引き上げ、育成を
促進させるとともに、それらの人材が力を発揮できる
ような環境整備（資金供給体制、海外からのリモート
ワークといった多様な働き方を可能にする雇用制度、

第Ⅱ-2-1-26 図
主要国のブランド・人材・組織に対する投資の GDP 比
（2013 年通商白書から再掲）

備考：�日本、カナダ、ポルトガル、スウェーデン、フィンランドの
み 2005 年。その他の国は 2006 年。

資料：�OECD「Science, Technology and Industry Scoreboard 2011」
から作成。
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＜第 28 回東京国際映画祭ロゴマーク＞ ＜出席する林経済産業大臣＞

�
55	 Moretti （2013）。
56	 経済産業省（2014）。
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BPOサービス市場の拡大等）といった弱みを補う取
組の必要性が高まっていると考えられる。

（3）我が国としての課題への取組
① 第 4次産業革命のインパクト
　IoT・ビッグデータ・ロボット・人工知能等による
変革は、従来にないスピードとインパクトで進行して
いる。この変革の状況にあって、「日本再興戦略」改
訂 2015（平成 27 年 6 月 30 日閣議決定）においては、
民間が時機を失うことなく的確な投資を行い、また、
国がそれを促し加速するためのルールの整備・変更を
遅滞なく講じていくための、羅針盤となる官民共有の
「ビジョン」の必要性が示された。これに基づき、

2015 年 8 月、経済産業省は、産業構造審議会に「新
産業構造部会」（部会長伊藤元重東京大学教授）を設
置し、関係省庁と一体となって、IoT・ビッグデータ・
ロボット・人工知能がもたらす変革の姿（産業構造、
就業構造、経済社会システムの変革）と、官民が行う
べき対応について時間軸を含めて検討を進めている。
（a）第 4次産業革命に直面する我が国の現状と課題
　IoT・ビッグデータ・ロボット・人工知能等による
技術革新が、第 4次産業革命とも呼ぶべき大変革をも
たらしている。第 4次産業革命の中で、新たに大量の
「データ」を取得し、分析し、それを用いることが可
能になっている。「データ」とビジネスが結びつくこ
とで、情報制約や物理制約が克服され、①革新的な製
品・サービスの創出（需要面における変革）、②供給
効率性の飛躍的向上（供給面における変革）が起きる
可能性がある。すなわち、あらゆる産業において、需
要・供給の両面から、破壊的なイノベーションを通じ
た新たな価値が創出される可能性がある。
　このように価値の源泉が「データ」にシフトしてい
くと、「データ」との接点やその利活用を巡って将来
にわたる事業拡大期待を形成する競争が激化する。こ
うした事業拡大期待がグローバルに資金を惹き付ける
ことで、競争の規模とスピードが加速度的に拡大し、
こうした動きにいち早く対応した者が勝利する「ス
ピード勝負」の世界に突入する。実際、海外では、

第Ⅱ-2-1-27 図　無形資産投資／GDP の国際比較

資料：�宮川、枝村、尾崎、金、滝澤、外木、原田（2015）「無形資産
投資と日本の経済成長」。
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第Ⅱ-2-1-28 図
我が国の企業内人材育成投資（OJT を除く）の推移

資料：�厚生労働省「就労条件総合調査」における人件費中の教育訓練費
（Off-JT）の比率と「RIETI 日本産業生産性（JIP）データベース」に
おける雇用者への報酬を用いて、宮川学習院大学教授が推計。
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人材育成投資（OJT 以外）の国際比較（GDP 比）

資料：�日本は「RIETI 日本産業生産性（JIP）データベース」、それ以
外 は「INTAN-Invest intangible investment data website」 か
ら作成。宮川学習院大学教授提供資料。
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57	 無形資産は以下 3つの資産から構成（宮川、枝村、尾崎、金、滝澤、外木、原田（2015））。
	 ①情報化資産：ソフトウエア及びデータベースに対する投資
	 ②革新的資産：科学的及び非科学的な研究開発支出、資源開発権に対する支出、著作権、ライセンス契約に対する支出や新たなデザイン
に対する支出

	 ③経済的競争力：ブランド資産、企業特殊的な人的資本、組織改編費用から構成
58	 経済産業省（2014）。
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GEやシーメンスといった従来型の製造業事業者か
ら、グーグルやアマゾンといった IT系の新興勢力ま
で、軒並み第 4次産業革命分野に積極的に展開してお
り、待ったなしの状況となっている。
　また、「データ」を起点とした新たな価値の創出の
結果、従来の業種の壁が崩壊し、広範なプレイヤーを
巻き込んだ産業構造及び就業構造の変革が起きると考
えられる。さらには、社会、企業、個人の各レベルで、
予見が極めて難しいほど急激で大幅な経済社会システ
ム全体の変革へと繋がる可能性がある。
（b）日本が抱える社会的・構造的課題
　我が国は、潜在成長率の長期低迷、少子高齢化、人
口減少、労働供給制約といった様々な社会的・構造的
課題に直面している。ロボットや人工知能が労働力不
足を補ったり高齢者の生活をサポートしたりする、と
いった具合に、第 4次産業革命は、こうした社会的・
構造的課題を解決する可能性を秘めている。その一方
で、我が国がこの世界的潮流に乗り遅れれば、グロー
バル経済における競争力を失うだけでなく、これらの
社会的・構造的課題の解決のチャンスを失い、我が国
社会の持続可能性自体をも危うくする可能性がある。
したがって、我が国は、第 4次産業革命において世界
をリードし、我が国経済の競争力強化と、社会的構造
的課題解決の同時達成を実現させていかなければなら
ない。
（c）我が国の戦略
　我が国が第 4次産業革命に的確に対応していくため
には、まず、第 4次産業革命を我が国企業が勝ち抜く
ための官民戦略を構築することが必要である。すなわ
ち、第 4次産業革命で競争優位を獲得していくために
は、「データ」と自らのビジネスの「強み」を戦略的
に結び付け、グローバル、スピーディかつ適切なオー
プン・クローズを明確にしたビジネスモデルを構築す
ることが必要であり、政府もそのための支援を行って
いく必要がある。「データ」の中でも、ウェブ（検索等）、
SNS等のネット空間での活動から生じる「バーチャ
ルデータ」については、海外のＩＴ系企業が極めて優
勢となっている。そのため、今後は、健康情報、走行
データ、製品の稼働状況等、個人・企業の実世界での
活動についてセンサー等により取得される「リアル
データ」をいかに集め、活用していくかが勝負の鍵と
なろう。
　同時に、第 4次産業革命に対応していくためには、
急激かつ予見が難しい変革に対して、柔軟に対応可能

となるよう経済社会システムの設計思想を大胆に転換
し再設計していくことが世界的に必要となる。我が国
としては、こうした世界の激動に対して、課題先進国
であることをむしろチャンスと捉え、世界を主導しつ
つ国益を確保するという観点から、先見的にこの経済
社会システムの再設計に取り組むことが必要である。
この際には、従来の漸進的かつ連続的なイノベーショ
ンを前提とする安定を重視した「剛構造」の産業構造・
就業構造ではなく、破壊的なイノベーションを前提と
する多様なチャレンジが次々と生み出され新陳代謝が
活発に行われるような、「柔構造」の産業構造・就業
構造を構築することが重要である。
　こうした観点から、新産業構造部会では、2016 年 4
月、「中間整理」を行い、第 4次産業革命に向けて、デー
タ利活用促進、人材育成、イノベーション・技術開発
の加速化、産業構造・就業構造転換の円滑化、横断的
な制度・ルールの高度化等について、中長期を見据え
た政策の方向性及び当面、直ちに取るべき施策につい
て取りまとめている。

② IoT 推進コンソーシアム
　近年の IoT、ビッグデータ、人工知能の急速な発展
により、第 4次産業革命というべき産業・社会構造の
大きな変革を迎えようとしている。米国のインダスト
リアル・インターネット・コンソーシアムやドイツのイ
ンダストリー4.0 などに代表されるように各国で、この
産業・社会変革を見越した取組が進められている。こ
うした現状を踏まえ、我が国においても、官民を挙げて、
国内外の IoT、ビッグデータ、人工知能を活用した未
来への投資を促すための適切な環境を整備すべく、
2015 年 10 月 23日に「IoT推進コンソーシアム（会長：
村井純　慶應義塾大学教授）」を設立した（第Ⅱ-2-1-
30 図、第Ⅱ-2-1-31 図）。
　同コンソーシアムは、産学官が参画・連携し、IoT
推進に関する技術の開発・実証や新たなビジネスモデ
ルの創出を推進するための体制を構築することを目的
として、ワーキンググループを設置して具体的な活動
を実施している。
（先進的モデル事業推進ＷＧ（IoT 推進ラボ））
　AI や IoT による新たなビジネスを創出するために
は、第 4次産業革命に対応していくための将来像とな
る「ビジョン」の共有とともに、様々な分野で先駆的
なプロジェクトの社会実装を促進し、企業によるチャ
レンジを生み出すエコシステムの形成する必要がある。
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　IoT推進ラボ（座長：冨山和彦　株式会社経営共創
基盤 代表取締役CEO）は、先進的 IoTプロジェクト
に対して、①企業間連携の強化に向けた環境整備、②
IoTプロジェクトに対する資金支援、③課題となる規
制改革・ルール形成、④ IoT推進のための分野別戦
略の策定の政府への提言等を行う産学官の組織として
設置された（第Ⅱ-2-1-32 図）。
　支援委員会には、国内外から委員が参加（25 名で
構成（うち過半が外資系企業））し、2015 年 10 月 30
日に開催された第 1回支援委員会では、「日本は面倒
な国であり、これまで事業候補地になっていなかった
が、技術力や社会課題（ニーズ）を有しており、先進
的なプロジェクトを実施するチャンスを持ってい
る。」、「IoTビジネスは圧倒的にスピードが大事であ
り、その環境整備が必要。」といったグローバルな視
点から多くの意見が出された。こうした意見も踏まえ、
IoT推進ラボでは、第 1弾の取組として、先進的 IoT
プロジェクトの発掘・選定を行う「IoT Lab Selection
（先進的 IoTプロジェクト選考会議）」、企業・団体・
自治体のマッチング「IoT Lab Connection（ソリュー

ション・マッチング）」等を実施している（第Ⅱ-2-1-
33 図）。
　IoT Lab Selection（先進的 IoTプロジェクト選考
会議）とは、IoTビジネスモデルの創出や IoTプラッ
トフォーマーの発掘・育成を図るため、政府系機関や
金融機関、ベンチャーキャピタル等官民が一体となっ
て、資金支援、メンター支援、規制改革支援等により、
先進的 IoTプロジェクトの発掘・支援を行うもので
ある。

資料：経済産業省作成。

第Ⅱ-2-1-30 図　IoT コンソーシアム総会の様子

第Ⅱ-2-1-31 図　IoT 推進コンソーシアムの組織図

資料：経済産業省作成。

IoT 推進コンソーシアム

技術開発WG
（スマート IoT 推進フォーラム）

IoT 推進ラボ
（先進的モデル事業推進WG） IoT セキュリティWG データ流通促進WG

第Ⅱ-2-1-32 図
IoT 推進ラボ　第１回支援委員会の模様

資料：経済産業省作成。

資料：経済産業省作成。

第Ⅱ-2-1-33 図
IoT Lab Connection　マッチング会場の模様
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　第 1回先進的 IoTプロジェクト選考会議（平成 28
年 2 月）では、252 件の申請数の中から、グランプリ
を獲得した（株）Liquid、準グランプリを獲得した（株）
ルートレックネットワークスと（株）ABAを含めた
ファイナリスト計 16 件を支援することが決定した（第
Ⅱ-2-1-34 図）。
　IoT Lab Connection（ソリューション・マッチング）
とは、様々な分野での先進的プロジェクトを組成する
ため、企業・団体・自治体等のマッチングを行うもの
である。
　第 1回ソリューション・マッチングでは、観光とス
マート工場をテーマとして、総参加者数 814 名が参加
した。

　先進国のみならず新興国でも高まるサービス需要
と、サービス貿易における先進国の優位性を踏まえる
と、我が国においても更なるサービス貿易の拡大とこ
こから得られる収益拡大が期待できる状況にあると言
える。実際、新興国の構造変化や産業のサービス化に
よる影響を受け、我が国のサービス貿易収支も赤字が
縮小傾向にある。
　一方で、我が国のサービス貿易の現状は、訪日観光
客の増加により改善する旅行収支や、これまで強みと
なってきた製造業の海外展開に由来する「知的財産権
等使用料」といった分野に依存するところが大きい。
また、「旅行サービス」についても、次節で詳しく分
析しているとおり、世界における旅行需要の拡大とい
う外的要因による影響も大きく、「旅行サービス」輸
出額の対GDP比は他主要国と比較して依然として低
い状態にある。さらに、情報通信やビジネスサービス
といった、革新的技術によって伸びる世界の新たな成
長分野においては赤字が拡大しており、これまで世界
の中でも高い競争力を持ってきた製造業等における強
みと、モノから得られるデータを戦略的に結びつけ、
収益を継続的かつグローバルに獲得する産業界主導型

プラットフォームのような、新たなビジネスモデルの
構築が急務となっている。
　我が国は今後更なる経済成長に伴ってサービス需要
が拡大し、市場としての成長可能性が高いと考えられ
るアジア・太平洋地域に位置する。このため、アジア・
太平洋地域等において今後生じうる様々な課題に、
サービス分野で貢献しうる余地は非常に高いと言え
る。現に、企業ベースでは医療・福祉、環境、建設等
様々な分野で我が国のサービス貿易拡大の萌芽は見ら
れ始めている状況にある。
　この萌芽の更なる成長・拡大のため、STRI とこれ
に基づく分析から得られる評価を踏まえると、サービ
ス貿易の円滑化によるメリットを各国が享受できる互
恵的な国際環境を、WTO、TPPをはじめとする各経
済連携協定の枠組みや、関係国対話を通じて整備して
いく必要性が高いと考えられる。加えて、ビジネスサー
ビスの活用や人材投資を促す国内環境整備等も通じ
て、サービス貿易を活発化させ、急速に進展するいわ
ゆる「第 4次産業革命」という新たな成長分野におい
て、日本の強みを生かし競争優位を獲得していく必要
性が高まっていると考えられる。

4．まとめ

第Ⅱ-2-1-34 図　IoT Lab Selection

資料：経済産業省作成。
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